
別記様式第 2 号 別添 

浜の活力再生プラン 
（第２期） 

 
１ 地域水産業再生委員会 

 

再生委員会の構成員 宮城県沖合底びき網漁業協同組合・石巻市・宮城県東部地方振興事務

所 

オブザーバー 宮城県（水産林政部水産業振興課） 

 

対象となる地域の範囲及び

漁業の種類 
対象地域：石巻市，塩竈市，女川町 
漁業種類：沖合底びき網漁業 
対象となる漁業者数：９経営体 １２隻 

105 トン型沖合底びき網漁船 ４隻 
82 トン型沖合底びき網漁船 １隻 
75 トン型沖合底びき網漁船 ２隻 
66 トン型沖合底びき網漁船 ２隻 

 65 トン型沖合底びき網漁船 ３隻 

  
２ 地域の現状 
（１）関連する水産業を取り巻く現状等 

本プランの構成員の営む沖合底びき網漁業は，１そう曳きによる板曳き（トロール）漁法と呼

ばれ，スルメイカやマダラ，スケトウダラ，イトヒキダラなどを漁獲しており，主に石巻魚市場・

塩釜魚市場及び女川魚市場に水揚げしている。これらの魚市場では，本漁業種による水揚げが大

きな割合を占めており，令和元年の石巻魚市場では，水揚量が 22,083 トン，水揚金額が 3,094,232
千円（石巻魚市場全体における割合は，水揚量で 22％，水揚金額で 19％）であった。水揚げさ

れた漁獲物は，鮮魚出荷のみならず水産加工原料として広く地元水産加工会社に利用されてお

り，流通業者や資材業者などの関連産業を含めた本県沿岸地域経済を支える重要な漁業となって

いる。 
平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災に伴う津波によって，本プラン構成員も事務所

や陸上保管していた漁具や資材等に被害を受けた。しかしながら，当時，所有する漁船は沖合海

域で操業中であったことから，被災を免れることができたため，国や自治体による震災復旧事業

を活用して事務所や漁具を復旧し，早期の操業再開を果たすことができた。魚市場や背後の冷

凍・冷蔵・加工施設等の水産関連施設の復旧も概ね完了しており，水揚げ物の受け入れ体制も回

組織名 宮城県沖合底びき網漁業再生委員会 

代表者名 鈴 木 廣 志 



復している。

（２）その他の関連する現状等

沖合底びき網漁業では，近年の燃油価格の高騰・高止まりや船舶の老朽化による操業経費の増

加，東京電力福島第一原子力発電所の事故の影響による宮城県と福島県との正東線以南の海域で

の操業自粛に伴う操業海域の縮小，沿岸部で操業する１９ｔ型沖合底びき網漁業や小型底びき網

漁業との競合による水産資源に対する漁獲圧の増加等が課題となっている。

また，東京電力福島第一原子力発電所事故の影響による風評被害に対して，放射能検査の徹底

や高鮮度高付加価値化の取組により魚価は回復基調にあったものの，昨今の新型コロナウイルス

感染症対策による外食産業を中心とした活魚・鮮魚の需要減の影響により，経営の先行きが不透

明さを増している。このため，新型コロナウイルス感染症対策を講じて，経営を継続できる環境

を整備する必要がある。

このような中，令和２年９月から，省エネ・省コスト設備を備えた改革船の導入や福島県海域

を含めた操業海域の拡大等に取り組む宮城県沖合底びき網地域漁業復興プロジェクト漁業復興

計画Ⅲを策定し，がんばる漁業復興支援事業が開始された。

３ 活性化の取組方針

（１）前期の浜の活力再生プランにかかる成果及び課題等



（２）今期の浜の活力再生プランの基本方針

１）漁業収入向上の取組

①資源の適正な利用

 減少傾向にあるマダラの資源管理のため，小型魚が多く分布する場所・時期における操業

を控えるとともに，小型魚が一定以上入網した場合は漁場を変更する。また，キチジ・サ

メガレイ保護のため，既に設定されている保護区の拡大を検討する。

 福島県漁業者と協議の上，震災後自粛をしていた福島県の一部沖合漁場での操業を再開す

ることとなったため，所属船１２隻を３つの船団に分け，「沿岸・沖合・福島海域」の３

区域を各船団が交替で操業するグループ輪番操業を行うことで，漁獲圧の分散操業に取り

組む。

②漁獲物の価格安定化・高鮮度化

 保冷のための製氷を入れる十分なスペースを確保するため，各船で魚艙一区画当たりに入

れる漁獲物の量を２トンから１．５トンに削減し，鮮度保持に取り組む。

 所属船の一部は，がんばる漁業復興支援事業を活用して，老朽化した漁船の代船建造を行

う。これらの新造船は，海水冷却装置の導入や冷水艙の拡大，内壁板張りのＦＲＰ化など

により，漁獲物の高鮮度化に取り組む。

 比較的気温の高い時期を中心にまとまった水揚げが見込めるイラコアナゴ等について，保

冷性の高い容器（ダンベ）による販売に取り組み、高鮮度化を図る。

 閉鎖型の高度衛生管理型魚市場において，流通段階でも適切に衛生管理や温度管理に取

組，漁獲物を高品質・高鮮度で供給することにより，魚価の安定・向上を図る。

２）漁業経費削減の取組

①操業体制の効率化

 漁場への往復航行時の低速化に取り組むとともに，各船団に省エネ性能の高い新造船を配

置し，漁場探索に当たらせることで，漁場探索に係る燃油消費量削減を図る。

 ４～６月の水揚げが少ない時期に１週間ごとに１船団が交替で休漁し，１隻当たりの年間

操業日数を１８０日以下にすることにより，燃油消費量の削減を図る。



②省エネ型漁船の導入

 がんばる漁業復興支援事業を活用して，老朽化した漁船の代船建造を行う。建造に当たっ

ては，ナックルバルブ付きバドックフロー船型の採用や船内照明のＬＥＤ化など，省エネ

に資する工夫を行うともに，サテライトコンパスの導入等によりメンテナンスコストを削

減できる設計とし，漁業経費削減に取り組む。

（３）漁獲努力量の削減・維持及びその効果に関する担保措置

 次の措置に取り組むことにより，漁獲努力量の削減・維持及びその効果に関する担保が確保さ

れる。

①TAC 協定に基づく県別割当（スルメイカ・スケソウダラ・ズワイガニ）の順守

②資源管理計画の順守による漁業資源の維持管理

③漁業者自主ルールによる漁獲量，漁獲サイズ等の制限

（４）具体的な取組内容（毎年ごとに数値目標とともに記載）

１年目（令和３年度） 所得１３％向上

漁業収入向上の

ための取組

１）①資源の適正な利用

 マダラ小型魚の漁獲を避けるように操業を行い，２５ｃｍ未満の水揚

げを１０％削減することで，マダラ資源保護に取り組む。また，太平

洋北部沖合性カレイ類の広域資源管理に基づく保護区Ⅲの東側１０分

までの海域を自主的保護区に設定し，漁獲を控える。

 福島県沖合海域の再開に向け，福島県の漁業関係者と操業や水揚げ，

放射性物質検査体制に係る協議を実施の上，福島県の一部沖合海域と

宮城県沿岸及び沖合海域においてグループ輪番操業を実施する。

②漁獲物の高鮮度化

 試験的に２隻が先行し，漁獲物の保存をスカイタンクから保冷性の高

い容器（ダンベ）に変更して漁獲物の高鮮度化を図るとともに，ダン

ベの使用に係る課題を整理する。

 魚艙収容量の削減（２ｔ→１，５ｔ）や，高度衛生管理型魚市場の利

用ルールの遵守を行い，漁獲物の高鮮度化と衛生管理の高度化に取り

組む。

 宮城県沖合底びき網漁協内に統括本部を設置し，買受人の代表に対し

て，定時に船団の漁獲情報を提供し，水産加工会社の生産の効率化を

支援する。



漁業コスト削減

のための取組 
２）①操業体制の効率化 
 船団間（グループ間）で協調して，漁場への往復航行時の低速化に取

り組む。また，水揚げの少ない４～６月にかけて，１週間ごとに１船

団が交替で休漁する方法を試験的に取組，操業コスト削減効果を検証

する。 

 
 ②省エネ型漁船の導入 
 平成２９年から令和２年にかけて建造された省エネ型漁船４隻の操業

により，既存船と比べた燃油消費量の削減効果などを実証する。また，

これらの省エネ改革船が船団の漁場探索を担い，他船の漁場探索に係

る燃油消費を軽減させる。 
 老朽化した漁船の代船として改革船の導入による修繕費等の削減効果

を検証する。 

 

活用する支援措

置等 
がんばる漁業復興支援事業（国） 
水産業競争力強化緊急施設整備事業（国） 
競争力強化型機器等導入緊急対策事業（国） 
水産基盤整備事業（国） 

 
 ２年目（令和４年度） 所得３３％向上 

漁業収入向上の

ための取組 
１）①資源の適正な利用 
 マダラ小型魚（２５ｃｍ未満）の水揚げを１０％削減することで，マ

ダラ資源保護に取り組む。また，太平洋北部沖合性カレイ類の広域資

源管理に基づく保護区Ⅲの東側１０分までの海域を自主的保護区に設

定し，漁獲を控える。 
 前年度の福島県一部沖合海域における操業内容について，福島県の漁

業関係者と協議を行い，課題等を適宜改善しつつ，引き続き福島県一

部沖合海域と宮城県沿岸及び沖合海域においてグループ輪番操業を継

続する。 

 
  ②漁獲物の高鮮度化 
 ダンベの使用について，前年度の結果をもとに，課題があれば適宜解

決しながら，導入隻数を増やしていく。 
 魚艙収容量の削減や高度衛生管理型魚市場の利用ルールの遵守などを

行い，漁獲物の高鮮度化・高衛生化に取り組む。 
 宮城県沖合底びき網漁協内に統括本部を設置し，買受人の代表に対し



て，定時に船団の漁獲情報を提供し，水産加工会社の生産の効率化を

支援する。 

漁業コスト削減

のための取組 
２）①操業体制の効率化 
 船団間（グループ間）で協調して，漁場への往復航行時の低速化に取

り組む。また，水揚げの少ない４～６月にかけて，１週間ごとに１船

団が交替で休漁する方法を試験的に取組，操業コスト削減効果を検証

する。 

 
 ②省エネ型漁船の導入 
 省エネ型漁船４隻の操業により，既存船と比べた燃油消費量の削減効

果などを実証する。また，これらの省エネ改革船が船団の漁場探索を

担い，他船の漁場探索に係る燃油消費を軽減させる。 

 

活用する支援措

置等 
がんばる漁業復興支援事業（国） 
水産業競争力強化緊急施設整備事業（国） 
競争力強化型機器等導入緊急対策事業（国） 
水産基盤整備事業（国） 

 
 ３年目（令和５年度） 所得８３％向上 

漁業収入向上の

ための取組 
１）①資源の適正な利用 
 マダラ小型魚（２５ｃｍ未満）の水揚げを１０％削減することで，マ

ダラ資源保護に取り組む。また，太平洋北部沖合性カレイ類の広域資

源管理に基づく保護区Ⅲの東側１０分までの海域を自主的保護区に設

定し，漁獲を控える。 
 前年度の福島県一部沖合海域における操業内容について，福島県の漁

業関係者と協議を行い，課題等を適宜改善しつつ，引き続き福島県一

部沖合海域と宮城県沿岸及び沖合海域においてグループ輪番操業を継

続する。 

 
  ②漁獲物の高鮮度化 
 ダンベの使用について，前年度の結果をもとに，課題があれば適宜解

決しながら，導入隻数を増やしていく。 
 魚艙収容量の削減，高度衛生管理型魚市場の利用ルールの遵守などを

行い，漁獲物の高鮮度化・高衛生化に取り組む。 
 宮城県沖合底びき網漁協内に統括本部を設置し，買受人の代表に対し



て，定時的に船団の漁獲情報の提供を行い，水産加工会社の生産の効

率化を支援する。 

漁業コスト削減

のための取組 
２）①操業体制の効率化 
 船団間（グループ間）で協調して，漁場への往復航行時の低速化に取

り組む。また，水揚げの少ない４～６月にかけて，１週間ごとに１船

団が交替で休漁する方法を試験的に取組，操業コスト削減効果を検証

する。 

 
 ②省エネ型漁船の導入 
 省エネ型漁船４隻の操業により，既存船と比べた燃油消費量の削減効

果などを実証する。また，これらの省エネ改革船が船団の漁場探索を

担い，他船の漁場探索に係る燃油消費を軽減させる。 

 

活用する支援措

置等 
がんばる漁業復興支援事業（国） 
水産業競争力強化緊急施設整備事業（国） 
競争力強化型機器等導入緊急対策事業（国） 
水産基盤整備事業（国） 

 
 ４年目（令和６年度） 所得１２０％向上 

漁業収入向上の

ための取組 
１）①資源の適正な利用 
 マダラ小型魚（２５ｃｍ未満）の保護は，継続して取り組む。また，

太平洋北部沖合性カレイ類の広域資源管理に基づく保護区Ⅲの東側１

０分までの海域を自主的保護区に設定し，漁獲を控える。 
 前年度の福島県一部沖合海域における操業内容について，福島県の漁

業関係者と協議を行い，課題等を適宜改善しつつ，引き続き福島県一

部沖合海域と宮城県沿岸及び沖合海域においてグループ輪番操業を継

続する。 

 
  ②漁獲物の高鮮度化 
 ダンベの使用について，前年度の結果をもとに，課題があれば適宜解

決しながら，導入隻数を増やしていく。 
 魚艙収容量の削減，高度衛生管理型魚市場の利用ルールの遵守などを

行い，漁獲物の高鮮度化に取り組む。 
 宮城県沖合底びき網漁協内に統括本部を設置し，買受人の代表に対し

て，定時に船団の漁獲情報を提供し，水産加工会社の生産の効率化を



支援する。 

  

漁業コスト削減

のための取組 
２）①操業体制の効率化 
 船団間（グループ間）で協調して，漁場への往復航行時の低速化に取

り組む。また，水揚げの少ない４～６月にかけて，１週間ごとに１船

団が交替で休漁する方法を試験的に取組，操業コスト削減効果を検証

する。 

 
 ②省エネ型漁船の導入に係る取組 
 省エネ型漁船４隻の操業により，既存船と比べた燃油消費量の削減効

果などを実証する。また，これらの省エネ改革船が船団の漁場探索を

担い，他船の漁場探索に係る燃油消費を軽減させる。 

 

活用する支援措

置等 
がんばる漁業復興支援事業（国） 
水産業競争力強化緊急施設整備事業（国） 
競争力強化型機器等導入緊急対策事業（国） 
水産基盤整備事業（国） 

 
 ５年目（令和７年度） 所得１５５％向上 

漁業収入向上の

ための取組 
１）①資源の適正な利用 
 マダラ小型魚（２５ｃｍ未満）の保護は，継続して取り組む。また，

太平洋北部沖合性カレイ類の広域資源管理に基づく保護区Ⅲの東側１

０分までの海域を自主的保護区に設定し，漁獲を控える。 
 前年度の福島県一部沖合海域における操業内容について，福島県の漁

業関係者と協議を行い，課題等を適宜改善しつつ，引き続き福島県一

部沖合海域と宮城県沿岸及び沖合海域においてグループ輪番操業を継

続する。 

 
  ②漁獲物の高鮮度化 
 全船がダンベ使用に切り替え，漁獲物が安定的に高鮮度化する体制を

構築する。 
 魚艙収容量の削減や高度衛生管理型魚市場の利用ルールの遵守などを

行い，漁獲物の高鮮度化・高衛生化に取り組む。 
 宮城県沖合底びき網漁協内に統括本部を設置し，買受人の代表に対し

て，定時に船団の漁獲情報を提供し，水産加工会社の生産の効率化を



支援する。

漁業コスト削減

のための取組

２）①操業体制の効率化

 船団間（グループ間）で協調して，漁場への往復航行時の低速化に取

り組む。また，水揚げの少ない４～６月にかけて，１週間ごとに１船

団が交替で休漁する方法を試験的に取組，操業コスト削減効果を検証

する。

②省エネ型漁船の導入に係る取組

 省エネ型漁船４隻の操業により，既存船と比べた燃油消費量の削減効

果などを実証する。また，これらの省エネ改革船が船団の漁場探索を

担い，他船の漁場探索に係る燃油消費を軽減させる。

活用する支援措

置等

がんばる漁業復興支援事業（国）

水産業競争力強化緊急施設整備事業（国）

競争力強化型機器等導入緊急対策事業（国）

水産基盤整備事業（国）

（５）関係機関との連携

漁獲対象種の資源状況を適切に把握して資源管理に取り組むため，水産庁仙台漁業調整事務所

や水産研究・教育機構水産資源研究所及び県から助言を受けながら，進めて行く。

漁獲物の高付加価値化や販売単価の向上・安定を図るために，石巻魚市場・塩釜市魚市場・女

川魚市場・各買受人組合，各水産加工組合等の関係機関と密に情報交換を行う。

福島県沖合漁場の再開発については，地元の福島県漁連や福島県の仲買人の意向が重要である

ため，丁寧に協議を重ねて，宮城県・福島県の両県にとって有益な取組となるように進める。

４ 目標

（１）所得目標

漁業所得の向上１０％以上 基準年 平成 28-30 年度：  漁業所得 円

目標年 令和 ７年度：  漁業所得 円



（２）上記の算出方法及びその妥当性

（３）所得目標以外の成果目標

燃油費の抑制 基準年 平成２８－３０年度： ４４，３１９千円（単位） 

目標年 令和７年度： ４４，８０８千円（単位）

（４）上記の算出方法及びその妥当性

操業海域が宮城県沖合海域のみであった第１期プラン期間中における燃油費実績額４４，３１９

千円を基準値とした。

第２期プランでは，新たに福島沖海域の深場での操業が加わるため，グループ操業時に主に漁

場探索にあたる新造船については，探索に伴う燃油消費量が１０％増加する一方で，省エネ船型

等の効果で燃油消費量の５％削減が図られると想定し，燃油費を４６，２７６千円とした。既存

船については，福島県沖合海域での操業が増えるものの，宮城県沖合の深場での操業がその分減

ることから，基準値と同じ４４，３１９千円とした。新造船と既存船の燃油費を参加隻数の加重

平均することで，全船における目標年の燃油費を４４，８０８千円とした。

千円 参加隻数 備考
所属船　全体 44,808 12 ※新造船と既存船の加重平均

既存船 44,319 9 基準年と同額と想定

新造船 46,276 3 既存船×0.95（省エネ効果により）×
1.1（漁場探索による増加率）

目標年　燃油費



 
５ 関連施策 
  活用を予定している関連施策名とその内容及びプランとの関係性 

事業名 事業内容及び浜の活力再生プランとの関係性 

がんばる漁業復興支

援事業（国） 
操業体制の効率化や省エネ型漁船導入による燃油消費量削減等の経営改

善効果の実証試験を実施する。 

水産業競争力強化緊

急施設整備事業（国） 
漁獲物の高鮮度化や流通の高度化に資する共同利用施設の更新に活用す

る。 

競争力強化型機器等

導入緊急対策事業

（国） 

生産性の向上を図るための漁労機器等の導入を図る。 

水産基盤整備事業

（国） 
漁獲物の高鮮度化に係る市場等の整備に活用する。 
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